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１.まえがき 

 

平成 23 年度の決算及び平成 24 年度の予算状況についてお知らせします。 

市民の皆様には、この「財政事情」により昨年一年間に実施された事業等を今一

度振り返り、財政事情を御認識いただくとともに、市政の推進に一層の御協力をお

願いいたします。 

 

２.平成 23 年度一般会計決算状況               （単位：千円、％） 

歳 入 歳 出 差 引 額
翌年度へ繰越
す べ き 財 源

実 質 収 支 額

23 年 度 16,734,530 15,723,589 1,010,941 106,269 904,672

22 年 度 15,049,450 14,067,551 981,899 232,817 749,082

増 減 額 1,685,080 1,656,038 29,042 ▲ 126,548 155,590

増 減 率 11.2 11.8 3.0 ▲ 54.4 20.8   

決算額は、歳入総額 167 億 3,453 万円(前年度比 11.2%増)、歳出総額 157 億 2,358

万 9 千円(前年度比 11.8%増)で、差引額 10 億 1,094 万 1 千円(繰越明許費繰越額 1

億 626 万 9 千円を含む)を翌年度に繰り越しました。 

実質収支は 9 億 467 万 2 千円の黒字となりました。 

    

 

 【主な財政指標】 

23年度 22年度 差引 説 明

財政力指数 0.42 0.43 ▲ 0.01
普通交付税の算定に用いた基準財政収入額を基
準財政需要額で除して得た数値の3ヵ年の平均
で、高いほど財源に余裕があるとされる。

実質収支比率 9.7 8.2 1.5
標準財政規模に対する実質収支額の割合をい
い、概ね3～5％が望ましいとされている。

経常収支比率 89.7 88.3 1.4

財政構造の弾力性を示す指標であり、人件費、
公債費等の経常経費に、税、普通交付税等の経
常的な一般財源が充当された割合で、比率が低
いほど弾力性が大きいことを示す。

実質公債費比率 12.4 13.4 ▲ 1.0

公債費比率に、公営企業会計の元利償還金への
一般会計からの繰出金等を加味した起債制限等
を行う指標。18％を超えると許可団体へ移行す
る。3ヵ年の平均値。

将来負担比率 65.5 91.0 ▲ 25.5

損失補償を行っている出資法人等に係るものも
含め、一般会計等が将来負担すべき実質的な負
債の標準財政規模に対する比率で、350％が早
期健全化基準とされている。

 財政力指数は前年度より低下したものの、実質公債費比率、将来負担比率はいず

れも改善がみられました。しかしながら、持続可能な財政基盤を確立するために、

一層の健全な財政運営に努めなければなりません。 
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　　　　地方交付税
5,864,086千円　35.0％
標準的な行政の実施に
必要な経費を賄うため
の収入が不足する団体
に対して、一定の方法に
より国から交付されるお
金

市債
2,074,462千円 12.4％

国庫支出金
　1,705,282千円 10.2％

市税
3,410,138千円  20.4％

個人法人市民税
固定資産税
軽自動車税
市たばこ税

入湯税

 歳入決算額 16,734,530千円

分担金及び負担金 168,027 千円 1.0％ 

一定事業についてその経費を負担する保育所

や老人ホーム負担金等あるいは分担するもの 

使用料及び手数料 175,909 千円 1.1％ 

市営住宅や施設などの使用料及び住民票や 

各種証明等の手数料 

依 

存 

財 

源 

 

自 

主 

財 

源 

 

67.0％ 

33.0％ 

総務費
3,156,425千円　20.1％
全般的な管理事務や、財
産、企画、税務事務など
にかかる経費

民生費
3,326,484千円　21.2％
一定水準の生活と、安定
した社会生活に必要な主
に福祉関係の経費

 歳出決算額 15,723,589千円

その他 2,256,355 千円 13.4％ 

地方消費税交付金、地方譲与税、諸収入、地方

特例交付金、寄附金、財産収入等 

県支出金 1,080,271 千円 6.5％ 

特定の事務事業に対し県から交付されるもの 

衛生費 1,802,665 千円 11.5％ 

健康で衛生的な生活を送るために必要な 

保健衛生・清掃などの経費 

などにかかる経費 

公債費 2,466,264 千円 15.7％ 

市が借り入れた市債の償還にかかる経費 

教育費 1,435,930 千円 9.1％ 

小中学校・公民館など教育関係経費全般 

その他 1,789,132 千円 11.3％ 

農林水産業費・消防費・議会費・商工費・ 

災害復旧費など 

土木費 1,746,689 千円 11.1％ 

道路・河川・都市計画等にかかる経費 
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性質別歳出決算額

補助費等
775,794

4.9%
物件費

1,255,703
8.0%

出資・貸付・
積立・繰出金

2,304,864
14.7%

災害復旧事業費,
10,482　 0.1%

普通建設事業費
3,433,972  21.8%

扶助費
2,538,471

16.1%

公債費
2,466,264

15.7%

人件費
 2,938,039

18.7%

 

 

 

地方交付税

市税

国県支出金

市債

その他
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148 億 150 億 167 億 

（単位：千円） 

そ 

の 

他 

27.6％ 

投資的経費 21.9％ 

義 

務 

的 

経 

費 

50.5％ 

141 億 157 億 141 億 

その他 1,588,022 千円 10.5％ 

地方消費税交付金、地方譲与税、諸収入、地方

特例交付金、寄附金、財産収入等 

30.2％ 
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平成 23 年度決算の主要施策の概要 

（単位:千円） 

事 業 名 事業費 一般財源 

○住民と行政とのパートナーシップによる『共生・協働のまちづくり』 

 地区まちづくり協議会等補助事業 27,391 26,666 

 本浦地区交流センター建設事業 34,560 1,760 

 地区交流センター改修整備事業 18,799 3,899 

 いちき串木野出会いサポート事業 287 287 

 男女共同参画社会推進事業 202 202 

 行政改革推進事業 105 105 

 第一次総合計画後期基本計画策定事業 2,090 2,090 

 庁舎空調設備等改修事業 190,031 9,531 

○健康で文化的な生活を営める『元気で安心できるまちづくり』 

 一般廃棄物処理基本計画及び循環型社会形成推進地域計画策定事業 4,935 4,935 

 塵芥収集車購入事業 9,293 0 

 上水道単独事業 201,464 18,921 

 簡易水道単独事業 107,956 7,656 

 公共下水道事業 15,820 320 

 合併処理浄化槽設置補助事業 33,500 11,967 

 定住促進対策補助事業 9,286 9,286 

 町名等整備事業 8,949 9 

 消防施設・設備（消防ポンプ車・救急車）整備事業 37,232 0 

 消防施設・設備（救急・救助用資機材）整備事業 1,417 317 

 消防職員（団員）教育事業 2,456 2,456 

 原子力発電施設等周辺地域給付金加算事業 5,844 0 

 妊婦健康診査事業 21,529 15,793 

 子宮頸がん等予防接種支援事業 18,504 9,113 

 不妊治療費助成事業 1,246 1,246 

 未来の宝子育て支援金 12,330 12,330 

 子育て支援事業 1,934 0 

 高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定事業 1,445 1,445 

 障害者計画及び障害福祉計画策定事業 2,195 2,195 

 勤労青少年ホーム屋根外壁等改修事業 25,100 3,000 

 生活保護受給者就労支援事業 756 1 

 小・中学校舎耐震補強等事業 129,669 12,584 

 市来中学校校舎外壁改修事業 14,952 1,452 

 市来中学校屋内運動場床改修事業 3,882 3,882 

 「英語のまち」いちき串木野推進事業 4,194 3,928 
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 市教育支援センター事業 2,017 2,017 

 学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業 509 171 

 スクールカウンセラー配置事業 1,919 1,098 

 学校評議員制度 756 756 

 特色ある学校づくり推進事業 1,500 1,500 

 特別支援教育支援員配置事業 7,389 4,498 

 スクールソーシャルワーカー実践研究事業 2,500 0 

 いちき串木野市地域教育振興協議会設置事業 250 250 

 家庭教育支援基盤形成事業 1,760 599 

 学校支援地域本部事業 1,276 1,276 

 給食センター調理室天井・壁防カビ塗装事業 7,508 508 

 給食配送車更新事業 4,148 48 

 自主文化事業 2,160 825 

 移動図書館車等購入事業 16,309 0 

 市来体育館改修事業 34,274 2,474 

 総合体育館建設事業 8,652 8,652 

 庭球場整備事業 267,150 15,450 

 市民体育大会 2,273 2,273 

 薩摩藩英国留学生記念館(仮称)建設事業 11,860 8,050 

○世界に羽ばたく力強い産業が展開する『活力ある産業のまちづくり』 

 グリーン・ツーリズム推進事業 100 100 

 水田利活用推進事業 1,406 1,406 

 有機農業推進事業 123 123 

 農業用ハウス設置補助事業 300 300 

 中山間地域等直接支払制度 17,644 4,808 

 市民農業塾事業 139 139 

 県営経営体育成基盤整備事業（川南地区ほ場整備事業） 5,269 2,876 

 県営経営体育成基盤整備事業（基幹農道整備事業） 9,393 9,393 

 牛ノ江地区基盤整備事業 3,000 3,000 

 農地・水保全管理支払交付金事業 2,683 2,563 

 森林整備地域活動支援事業 8,065 1,917 

 県営林道開設事業（林道舟川野下線） 14,836 236 

 林道永牧広野線舗装整備事業 5,000 0 

 まぐろ漁業母港基地化推進及びまぐろ漁業振興対策補助事業 12,981 12,981 

 種子島周辺漁業対策事業（魚食普及施設建設） 25,692 4,974 

 種子島周辺漁業対策事業（遠洋まぐろ漁船 AED 設置事業） 13,629 3,289 

 串木野漁港広域漁港整備事業 17,244 1,744 

 羽島漁港地域水産物供給基盤整備事業 10,679 1,079 
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 戸崎漁港地域水産物供給基盤整備事業 27,118 2,718 

 企業の誘致促進及び育成補助金 830 830 

 合宿誘致促進事業 206 206 

 総合観光推進事業 17,119 0 

 観光宣伝事業 2,940 2,940 

 特産品普及事業 10,783 0 

 食のまちづくり推進事業 7,245 3,647 

 いちき串木野づくし産業まつり事業 7,000 334 

○利便性が高く美しいまちを創造する『快適な環境のまちづくり』 

 市道下塩入線道路改良事業 290,925 8,501 

 市道久木野線道路改良事業 4,728 28 

 市道海瀬坂下線道路改良事業 8,770 8,770 

 市道払山線道路改良事業 12,437 1,440 

 市道松比良線道路改良事業 3,833 33 

 いきいきバス運行事業 16,528 16,528 

 串木野新港改修統合補助事業 1,304 204 

 住宅建設（ウッドタウン）事業 39,173 3,437 

 都市計画策定事業 7,455 3,728 

 麓土地区画整理事業 413,726 62,914 

 公営住宅等長寿命化計画策定事業 5,775 3,458 

 酔之尾東団地駐車場整備事業 15,900 15,900 

 業務システム刷新化事業 239,568 13,268 

 

 

３.特別会計の決算状況  

（単位：千円） 

  歳 入 歳 出 差 引 額 
翌年度へ繰越 

すべき財源 
実質収支額 

簡 易 水 道 事 業 285,563 285,563 0 0 0 

国 民 健 康 保 険 4,228,153 4,137,226 90,927 0 90,927 

公 共 下 水 道 事 業 624,687 624,687 0 0 0 

地 方 卸 売 市 場 事 業 12,139 12,139 0 0 0 

介 護 保 険 3,148,504 3,133,108 15,396 0 15,396 

国 民 宿 舎 57,740 57,740 0 0 0 

戸崎地区漁業集落排水事業 14,907 14,907 0 0 0 

児 童 デ イ サ ー ビ ス 事 業 21,378 18,973 2,405 0 2,405 

後 期 高 齢 者 医 療 351,876 349,456 2,420 0 2,420 

計 8,744,947 8,633,799 111,148 0 111,148 
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その他の内訳 

            千円  ％ 

諸収入       160,157 1.0 

地方消費税交付金  276,853 1.8 

地方譲与税     141,855 0.9 

繰入金       258,056 1.7 

分担金及び負担金  164,576 1.1 

使用料及び手数料  186,166 1.2 

地方特例交付金    13,969 0.1 

自動車取得税交付金  15,024 0.1 

財産収入      161,512 1.0 

利子割交付金      5,628 0.0 

交通安全対策特別交付金 

            7,000 0.0 

寄附金            1 0.0 

配当割交付金     2,754 0.0 

株式等譲渡所得割交付金 

            1,740 0.0 

４．平成 24 年度一般会計のあらまし 

一般会計の 10 月末現在の総額は、155 億 5,102 万９千円となっています｡ 

予算の内容及び市税の負担状況、市債、市有財産の状況など図表などをもって 

お知らせします｡ 

（単位：千円） 

年度  平 成 2 4 年 度 

会計名  1 0 月 末 予 算 額 

一   般   会   計 15,551,029 

特   別   会   計 9,213,218 

内 
 
 
 
  
 
  
 
  
 

訳 

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 251,606 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 4,491,537 

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 645,383 

地 方 卸 売 市 場 事 業 特 別 会 計 10,676 

介 護 保 険 特 別 会 計 3,333,497 

国 民 宿 舎 特 別 会 計 65,459 

戸崎地区漁業集落排水事業特別会計 15,579 

療 育 事 業 特 別 会 計 19,931 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 379,550 

 24,764,247 

※「児童デイサービス事業特別会計」は、平成 24 年度から「療育事業特別会計」に名称変更 

 

 

 

 

 

一般会計歳入予算
その他1,395,291

8.9%

繰越金
780,910

5.0%

市債
2,658,460

17.2%

国県支出金 2,350,868
15.1%

市税 3,071,500
19.8%

地方交付税
5,294,000

34.0%

歳入総額 15,551,029 千円 

(単位：千円) 



  

 - 8 - 

市税の内訳

その他 216,751
7.1%

市民税1,115,080
36.3%

固定資産税 1,739,669
56.6%

 

一般会計費目別歳出予算

その他
1,013,281

6.5%

農林水産業費
591,616

3.8%
教育費

1,769,290
11.4%

土木費
2,008,468

12.9%
総務費2,453,447

15.8%

衛生費1,926,854
12.4%

公債費
2,351,937

15.1%

民生費
3,436,136

22.1%

性質別歳出予算

普通建設事業費
2,682,546

17.2%

公債費
2,351,937

15.1%

扶助費
2,526,591

16.3%

人件費
3,083,847

19.8%

災害復旧事業費
46,300
0.3%

物件費
1,415,077

9.1%

繰出金
1,172,081

7.5%

補助費等
1,200,194

7.7%

その他
1,072,456

7.0%

市税総額 3,071,500千円 

その他の内訳 

         千円  ％ 

市たばこ税  141,475 4.6 

軽自動車税   73,739 2.4 

入湯税     1,537 0.1 

その他の内訳 

          千円 ％ 

消防費    549,892 3.5 

議会費    169,977 1.1 

商工費    225,408 1.4 

災害復旧費   46,300 0.3 

労働費     11,704 0.1 

予備費     10,000 0.1 

歳出総額 15,551,029 千円 

歳出総額 15,551,029 千円 

その他の内訳 

       千円  ％ 

維持補修費 263,815 1.7 

積立金   786,731 5.1 

投資・出資・貸付金 

11,910 0.1  

予備費    10,000 0.1 

投資的経費 17.5％ 

そ 

の 

他 

31.3 

％ 

義務的経費 51.2％ 

(単位：千円) 

(単位：千円) 

(単位：千円) 
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平成 24 年度予算の主な普通建設事業 

 

 

 

 

 

 

 

市 税 負 担 額（平成 21 年度～23 年度決算・24 年度予算） 

 

区分 単位 21 年度 22 年度 23 年度 
24 年度 

予算 

市税総額 千円 3,364,251 3,371,596 3,410,138 3,071,500 

1 人当たり 円 107,974 109,546 111,676 100,586 

1 世帯当たり 円 250,000 251,330 253,901 228,687 

人口 人 31,158 30,778 30,536 30,536 

世帯数 世帯 13,457 13,415 13,431 13,431 

注）人口及び世帯数は、平成 21～23 年度は各年度末、24 年度は 24 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳

登録者数による。また、市税総額は、市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税及び入湯税の

合計である。 

 

 

 

区 分 事   業   名  

総務費 

本浦交流センター建設事業 

薩摩藩英国留学生記念館（仮称）建設

事業（実施設計） 

串木野庁舎床張替等改修等事業 

衛生費 
小規模簡易水道改修事業 

合併処理浄化槽設置整備補助事業 

農林水 

産業費 

経営体育成基盤整備事業 

（川南地区ほ場整備関係） 

農業農村整備事業（広域農道） 

県営林道舟川野下線開設事業 

県費単独補助治山事業 

串木野漁港広域漁港整備事業 

羽島漁港地域水産物供給基盤整備事業 

戸崎漁港地域水産物供給基盤整備事業 

人工漁礁設置事業 

区 分 事  業  名 

土木費 

市道払山線道路改良事業 

市道下塩入線道路改良事業 

市道海瀬坂下線道路改良事業 

市道別府上名線道路改良事業 

市道道路維持事業 

交通安全施設整備事業 

普通河川維持事業 

麓土地区画整理事業 

総合運動公園整備事業 

ウッドタウン住宅建設事業 

消防費 
高規格救急自動車更新事業 

消防車輌更新事業（分団） 

教育費 
照島小学校外壁改修事業 

総合体育館整備事業 
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5. 市債残高の推移 

歳出決算額

市債残高

100

150

200

250

21年度 22年度 23年度

億
円

 

市民一人当たりの市債残高

61.4
62.8

61.2

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

21年度 22年度 23年度

万
円

 

６．市有財産の状況（平成 23 年度末現在） 

名 称

土 地 3,881,085 ㎡ 4,513,863 千円

建 物 171,941 ㎡ 財 政 調 整 基 金 1,970,221 千円

山 林 （ 立 木 ） 86,835 ｍ３ 市 債 管 理 基 金 428,142 千円

有 価 証 券 14,379 千円 土 地 開 発 基 金 125,983 千円

自 動 車 140 台 施 設 整 備 基 金 342,260 千円

債 権 314,114 千円 そ の 他 1,647,257 千円

現 在 高現 在 高 名 称

内

訳

基 金

 

 

７．一時借入金の状況（平成 24 年３月 31 日現在） 

   

 無 （限度額は 15 億円） 

188 億円 

157 億円 
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８．むすび 

 

平成 23 年度決算状況及び平成 24 年度予算の概要をお知らせしました。平成 23 年

度は、都市基盤づくりの根幹となる麓土地区画整理やウッドタウン住宅建設など従来

からの継続事業に加えて、庭球場整備、羽島中学校校舎耐震補強等など教育施設の整

備充実や共生・協働の地域社会の仕組みづくりに向けた取り組みをすすめるとともに、

グリーンツーリズム協議会の運営支援等総合観光推進事業や食のまちづくり推進事

業など地域活性化のための事業を実施したほか、いきいきバス・いきいきタクシーの

運行開始、子宮頸がん等ワクチン接種支援、未来の宝子育て支援金給付など市民生活

の各面にわたる事業を実施し、概ね所期の成果を収めることができました。また、東

日本大震災の発生を受けて、ハザードマップ作成のための災害危険予想箇所等の調査

や消防署や自主防災組織における防災資機材の整備などを行うとともに、高規格救急

自動車の更新整備など市民の安心安全確保のための事業を実施したところでありま

す。このように多くの事業を推進したうえで、一般会計及び特別会計の収支状況につ

いては、すべて収支の均衡を保つことができました。 

平成 23 年度一般会計は、土地開発基金の買戻しを行ったほか、庭球場整備や業務

システム刷新、串木野庁舎空調設備改修など合併特例債を活用した事業に取り組んだ

ことにより、平成 22 年度と比べ大幅な増となったところであります。 

本市の財政状況は、国の景気対策の影響や行財政改革の効果等により一定の改善が

図られておりますが、東日本大震災からの復興や欧州の政府債務危機、あるいは「社

会保障と税の一体改革」など非常に不透明な状況にあり、今後の財政運営にあたりま

しては、従来にも増して国県の動向等を見極める必要があります。 

市民の皆様への行政サービスを安定的に提供していくために、引き続き行財政改革

に取り組み、持続可能な自治体として健全財政を堅持していかなければならないと考

えておりますので、今後とも市民の皆様の御理解と御協力をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 


